
春日井市の重層的支援体制整備事業について

～令和４年度の取組～

春日井市 健康福祉部地域福祉課



春日井市（愛知県）の概要

令和４年４月より重層を本格実施（モデルや移行準備は未実施）

◆ 面積 92.78㎢

◆ 人口 308,038人（R５年４月１日現在）

◆ 世帯数 140,647世帯（R５年４月１日現在）

◆ 小学校 37校
◆ 中学校 15校
◆ 地域包括支援センター 13か所

（中学校圏域、基幹型含む）
◆ 障がい者生活支援センター ５か所

（基幹相談支援センター含む）

（春日井情報発信センターLirickホームページより）

◆ 高齢化率 26.0％（R５年４月１日現在）

◆ 要介護・要支援認定率 18.1％（R５年３月31日現在）

◆ 障がい者手帳所持者数（R５年３月31日現在）

身体障がい者手帳 9,431名
療育手帳 2,619名
精神障がい者保健福祉手帳 3,636名
生活保護保護率 9.46‰（R５年３月31日）

名古屋市に隣接する住宅都市、利便性の
高い交通網と豊かな自然に恵まれたまち

高蔵寺ニュータウン（昭和４３年に入居開始、中心

に商業施設、周辺にUR団地や戸建住宅が広がる）



重層的支援体制整備事業に至るまでの経緯

社会福祉法の改正

2017年改正
・「地域生活課題」の把握、連携、解決
・「世帯単位の支援」
・「包括的支援体制の構築」

2020年改正
重層的支援体制整備事業の創設

（2021年度～）市町村の任意事業
初年度は全国で42自治体が実施

2022年度 全国で134自治体
（愛知県 10市町）

岡崎市、豊田市、東海市、長久手市、春日井市、
稲沢市、大府市、知多市、豊明市、東浦町

春日井市の取組

2020年３月
地域共生プラン（地域福祉計画）を策定

2020年11月
地域支援研究会を組織化

2021年９月
「専門職合同研修会」の開催

2022年４月
重層的支援体制整備事業を開始
地域福祉包括化推進員を配置



「地域支援研究会」とは

• ２０２０年１２月～２０２１年度（R３）

地域支援に求められる知見・技能を養成するための

研修プログラムの開発と人材育成の体制整備
➡２０２１年度「専門職合同研修」、「フォローアップ研修」の実施

個別支援・多機関協働・地域づくりを一連の流れで学ぶ

２０２０年１１月（R２）

庁内関係課と民間の相談支援機関の実務担当者で地域支援研究会を組織化
（地域福祉課による運営）

参加機関 基幹型地域包括支援センター、居宅介護支援事業所、基幹相談支援センター、障がい者生活支
援センター、第一希望の家、高齢者・障がい者権利擁護センター、自立支援相談コーナー、地
域福祉コーディネーター、子育て世代包括支援センター（子ども政策課）、障がい福祉課、生
活支援課、健康増進課、学校教育課、介護・高齢福祉課、地域福祉課

協働プロセスの蓄積、地域福祉への意識の醸成



春日井市の地域福祉包括化推進員とは

•重層事業は相談支援、参加支援、地域づくりの支援を「一体的
に」実施することが目的

•いわゆる「相談支援包括化推進員」の役割である「相談支援」の包
括化だけではなく、３事業を一体的に推進するために「地域福祉
包括化推進員」を配置

（具体的な役割）

・体制整備、業務分析

・各課、関係機関等との連絡調整

・支援会議、重層的支援会議の企画、運営

・研修の実施



民生委員児童委員

社会福祉事務所

地域福祉コーディネーター

重層的支援体制整備事業の支援フロー

参加支援事業



体制整備の実施状況
活動内容 経過・成果

地域支援研究会
（人材育成）

多分野の専門職に向けた研修の企画・実施。断らない相談支援・多機
関協働・地域づくりに向けた支援の視点を一体的に学ぶ。年２回開催。

地域支援研究会
（評価活動）

これまでに実施してきた各分野の取組や社会資源等の洗い出し
⇒令和５年度からひきこもりの支援体制の整備に向け検討を開始。

支援会議のあり方の検討
直接支援に入らない関係課の職員がコアメンバーとして支援会議に参
加し、多角的な視点から議論を促進する体制を作った。

情報共有のあり方の検討
庁内の分野横断的な情報共有のあり方を検討するため、関係課からの
ヒアリングを実施。

研修・説明会の実施
民生委員・児童委員協議会、地域包括支援センター、障がい者生活支
援センター、居宅介護支援事業所のケアマネージャー等への重層事業
の周知。

支援会議の活用
個別のケースへの対応を協議する会議に加え、孤立死の事例を通じた
検討会を開催。福祉分野を超えた関係者が集まり、ケースの振り返りと
今後の支援体制の検討の場となった。


